
川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱 

平成 30 年３月 30日 29 川ここ福第 1005 号（市長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市児童相談所長が児童福祉施設等に入所させた児童等に対し、社会的養護自立

支援事業等の実施について（平成 29年３月 31 日雇児発 0331 第 10 号。以下「国通知」という。）に基

づき実施する川崎市社会的養護自立支援事業（以下「本事業」という。）の実施について必要な事項を

定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）児童等 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第６条の２第１項に規定す

る児童等及び法第 33 条の４第５号に規定する満 20歳以上義務教育終了児童等をいう。 

（２）退所 本市児童相談所長が法第 27条第１項の規定により採った措置が解除されること及び法第 33

条の６第１項の規定による児童自立生活援助（同条第６項により満 20 歳以上義務教育終了児童等に

ついて同条第１項の規定が準用された場合を含む。以下「児童自立生活援助」という。）が行われな

くなることをいう。 

（３）本市児童相談所長 川崎市児童相談所条例（昭和 46年川崎市条例第 70号）に規定する児童相談

所の長をいう。 

（４）措置 本市児童相談所長が法第 27 条第１項の規定により児童福祉施設等に入所又は委託させるこ

と及び児童自立生活援助を行うことをいう。 

（５）措置解除 措置を解除すること又は児童自立生活援助を行わなくなることをいう。 

（６）入所 措置を採ること及び児童自立生活援助が行われることをいう。 

（７）児童福祉施設等 法第６条の３第１項に規定する児童自立生活援助事業、同条第８項に規定する

小規模住居型児童養育事業及び法第６条の４に規定する里親並びに法第７条に規定する児童養護施

設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設をいう。 

（８）大学等 学校教育法（昭和 22 年法律第 26号）第１条に規定する学校、同法第 124 条に規定する

専修学校及び同法第 134 条に規定する各種学校をいう。 

（９）中退者 措置解除後一般賃貸住宅等に居住し大学等に就学していたが疾病等によりやむを得ず中

退し、中退後６か月の間にある者をいう。 

（10）入所児童等 本市児童相談所長の措置により児童福祉施設等に入所している者（措置が停止され

ている者を含む。）をいう。 

（11）退所者 満 18 歳に達した日以降に児童福祉施設等を退所した者をいう。 

 （本事業の実施体制） 

第３条 本事業の実施主体は、川崎市とする。ただし、本事業の一部を適切な運営を行うことができる

と認められる事業者に委託することができるものとする。 

２ 次条第４号に定める退所者への身元保証人等の確保に関する支援（以下「身元保証人等確保支援」

という。）の事業運営は、国通知に基づき全国社会福祉協議会が実施するものとする。 



（本事業の内容） 

第４条 川崎市社会的養護自立支援事業の内容は、次の各号に定めるところによる。 

（１）入所児童等への自立に向けた相談支援（以下「入所児童等相談支援」という。） 

（２）退所者への自立した生活の継続のための相談支援（以下「退所者相談支援」という。） 

（３）退所者への居住支援、生活支援及び自立後生活体験支援（以下「退所者居住支援等」という。） 

（４）身元保証人等確保支援 

 （入所児童等相談支援の実施内容） 

第５条 入所児童等相談支援の実施内容は、次の各号に定めるところによる。 

（１）入所児童等のうち義務教育終了後の児童に係る継続支援計画の作成 

（２）継続支援計画に基づく支援 

（３）自立のために必要な情報の提供等 

（４）自立に向けた生活に関する相談支援 

（５）就労先となる職場の開拓及び就労に向けた相談支援 

（６）その他対象者の自立に向けて必要な相談支援 

 （入所児童等相談支援の対象者等） 

第６条 入所児童等相談支援は、原則として入所児童等のうち義務教育を終了した児童等（法第 33条第

１項の規定により一時保護を行われている児童等を含む。）を対象に、措置解除の日まで支援を実施す

るものとする。 

２ 入所児童等相談支援を受けている者が別の児童福祉施設等に措置変更された場合についても、関係

機関が適切に連携を図りながら支援を継続するものとする。 

３ 入所児童等相談支援を受けている者が法第33条第１項に規定する一時保護を実施された場合につい

ても、措置解除となるまで関係機関が適切に連携を図りながら支援を継続するものとする。 

 （入所児童等相談支援の実施方法） 

第７条 入所児童等相談支援は、本市に相談窓口を設置し実施するほか、必要に応じ、対象者が措置さ

れている児童福祉施設等において実施するものとする。 

 （退所者相談支援の実施内容） 

第８条 退所者相談支援の実施内容は、次の各号に定めるところによる。 

（１）退所者の状況の定期的な確認 

（２）退所者に必要な情報の提供等 

（３）退所した後の生活に関する相談支援 

（４）退所した後の就労継続等に関する相談支援 

（５）退所した後に就労を希望する者への相談支援 

（６）その他対象者が自立した生活を継続するために必要な相談支援 

  （退所者相談支援の対象者等） 



第９条 退所者相談支援は、原則として退所者（法第 33 条第１項に規定する一時保護を行われていた者

を含む。）を対象とし、措置又は一時保護の解除日の翌日から５年間を実施期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、疾病等による休学その他やむを得ない事情により、同項に規定する支援

の実施機関を超えて大学等に在学している場合には、卒業するまでの間、引き続き支援を行うことが

できるものとする。 

 （退所者相談支援の実施方法） 

第 10 条 退所者相談支援は、本市に相談窓口を設置し実施するほか、必要に応じ、児童福祉施設等にお

いて実施するものとする。 

 （退所者居住支援等の実施内容） 

第 11 条 退所者居住支援等の実施内容は、次の各号に掲げる支援の区分に応じ、当該各号に定める費用

の支弁とする。 

（１）居住支援 居住に係る費用の支弁 

（２）生活支援 生活に係る費用の支弁 

（３）自立後生活体験支援 （１）（２）により児童福祉施設等に居住している者が、当該居住する場か

ら自立する前に、一定期間一人暮らしを体験できるよう支援する場合の費用の支弁 

 （退所者居住支援等の対象者等） 

第 12 条 退所者居住支援等は、退所者のうち特に支援の必要性が高い者であって、退所後も児童福祉施

設等、寮、寄宿舎、民間賃貸住宅等で生活する者及び中退者を対象とし、措置解除日の翌日以降であ

って児童福祉施設等、寮、寄宿舎、民間賃貸住宅等で生活を開始した日から満 22 歳に達する年度の末

日までを支援の期間とする。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、疾病等やむを得ない事情による休学等により、前項に規定する支援の期

間を超えて大学等に在学している場合には、卒業するまでの間、引き続き支援を行うことができるも

のとする。 

 （退所者居住支援等の申請方法等） 

第 13 条 退所者居住支援等を受けようとする者は、退所者居住支援等申請書（第１号様式）により市長

宛て申請を行うものとする。ただし、退所者居住支援等を受けようとする者から依頼を受けた場合に

は、児童福祉施設等の代表者が市長宛て申請を行うことができる。 

２ 退所者居住支援等を受けようとする者は、原則として、第８条に定める退所者相談支援を併せて利

用し、必要な支援を受けるものとする。 

 （退所者居住支援等の認定等） 

第 14 条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、申請者の支援を担当する本市児童相談所長

（以下「担当児童相談所長」という。）に対し、退所者居住支援等状況確認書（第２号様式）の提出を

求めるものとする。 

２ 担当児童相談所長は、申請者の状況及び児童福祉施設等の状況（申請者が中退者であるときを除く。）



を確認し、第２号様式に意見を付して速やかに市長宛て提出するものとする。 

３ 申請日において申請者が措置解除後１年以上経過している場合や、第１項及び前項の方法にて申請

者の状況確認が困難な場合は、市長は、第８条に定める退所者相談支援において申請者の状況を適切

に確認するものとする。 

４ 市長は、申請内容の審査を行い、退所者居住支援等実施（不承諾）通知書（第３号様式）により審査

結果等を申請者宛て通知するものとする。 

５ 前項の規定による通知は、申請者が児童福祉施設等に居住している場合には、居住する児童福祉施

設等（以下「居住施設等」という。）を通じて行うものとする。 

６ 前条により申請を行った後に申請事項に変更があった場合には、申請者は、退所者居住支援等変更

届出書（第４号様式）により、事由発生後 30 日以内に、市長宛て届出を行うものとする。 

（退所者居住支援等に係る費用の支弁基準） 

第 15 条 退所者居住支援等に係る費用の支弁基準は、別表に定めるところによる。 

  （居住支援及び生活支援に係る費用の支弁等） 

 第 16 条 第 14 条第３項の規定による審査の結果、退所者居住支援等の実施決定を受けた者（以下「支

援決定者」という。）は、退所者居住支援等の終了後 30日以内に、退所者居住支援等報告書（第５号

様式）により退所者居住支援等の実施結果について市長宛て報告するものとする。ただし、支援決定

者から依頼を受けた場合には、児童福祉施設等の代表者が市長宛て報告を行うことができる。 

２  退所者居住支援等に係る費用の支弁は、支援決定者の請求により行うものとする。ただし、支援決

定者が児童福祉施設等に居住する場合には、居住施設等の代表者の請求によるものとする。 

  （児童福祉施設等における居住支援の費用等） 

第 17 条 第 15 条に規定する費用のうち居住支援に係る費用を居住施設等の代表者が受領したときは、

居住施設等において支援決定者が生活するために必要な経費に充てるものとする。 

  （児童福祉施設等における生活支援の費用等） 

第 18 条 第 15 条に規定する費用のうち生活支援に係る費用を居住施設等の代表者が受領したときは、

支援決定者の指定する方法により支援決定者宛てその全額を交付するものとする。 

２ 居住施設等の代表者は、食事の提供及び居住に要する費用その他の日常生活で通常必要となるもの

で居住施設等において対応している費用のうち、対象者に負担させることが適当と認められるものに

ついては、支援決定者のうち就学又は就労している者に限り、負担させることができる。 

３ 前項の規定により支援決定者に負担させる費用の額については、第６条第１項の規定により作成す

る継続支援計画に明確に規定するものとし、あらかじめ支援決定者に知らせ、同意を得なければなら

ない。 

４ 前項に規定する額は、支援決定者の経済状況等に十分配慮した額とするものとする。 

５ 居住施設等の代表者は、第２項の規定により支援決定者に費用を負担させたときは、受領した金銭

を適正に処理し、関連する諸帳簿を整備しなければならない。 



  （児童福祉施設等における支援等） 

第 19 条 退所者居住支援等を行う児童福祉施設等においては、食事の提供など日常生活上の支援や金銭

管理の指導、自立生活に関する相談等の支援を、支援決定者に対し適切に行うものとする。また、寮、

寄宿舎、民間賃貸住宅等で実施する場合は、定期的に支援員等が様子を見に行くこと等により、日常

生活上の支援、金銭管理の指導、自立生活に関する相談等に応じることができるよう、支援体制に十

分配慮すること。 

２ 自立後生活体験支援の実施にあたっては、居住する場の敷地外のアパート等を体験の場とし、通常

の生活に必要な設備を有することする。また、体験期間は最長１年間とする。さらに、担当責任者を

設置し、自活のための生活指導、職業適性を高める指導、社会参加のための準備指導、学習指導、余

暇の活用指導等、対象者の社会的自立に向けた生活指導等を行うこととする。 

  （交付金の返還） 

第 20 条 退所者居住支援等の支援決定者又は居住施設等の代表者が、虚偽その他不正な手段により退所

者居住支援等に係る費用の交付を受けた場合には、市長は、期限を定めてその交付金の全部又は一部

を返還するよう命ずるものとする。 

２ 支援決定者又は居住施設等の代表者は、前項の返還命令を受けた場合には、応じなければならない。 

 （身元保証人等確保支援の実施内容等） 

第 21 条 身元保証人等確保支援は、次の各号に定める種別ごとに身元保証又は連帯保証を実施するもの

とし、身元保証人等確保支援に係る保険料は、全国社会福祉協議会が送付する保証決定通知及び保証

料請求書に基づき、次の各号に定める額を本市が全国社会福祉協議会へ支弁するものとする。 

（１）就職時の身元保証 月額 880 円 

（２）賃貸住宅等の賃借時の連帯保証 月額 1,596 円 

（３）大学、高等学校など教育機関入学時の身元保証 月額 880 円 

（４）入院時の身元保証 月額 200 円 

（身元保証人等確保支援の対象者等） 

第 22 条 身元保証人等確保支援の対象者は、次の各号に定めるところによる。 

（１）児童福祉施設等に入所している者又は退所した日から起算して５年以内に身元保証人等確保支援

を開始できる日として全国社会福祉協議会が定める日までに身元保証人等確保支援の申請を行っ

た者  

（２）退所者居住支援等を受けている者又は退所者居住支援等の終了日から起算して５年以内に身元保

証人等確保支援を開始できる日として全国社会福祉協議会が定める日までに身元保証人等確保支

援の申請を行った者 

（３）法第 33 条第１項の規定により一時保護を行われている児童等又は一時保護の解除日から起算し

て５年以内に身元保証人等確保支援を開始できる日として全国社会福祉協議会が定める日までに

身元保証人等確保支援の申請を行った者 



（４）法第 23 条第１項の規定により母子生活支援施設に保護されている者又は保護の解除日から起算

して５年以内に身元保証人等確保支援を開始できる日として全国社会福祉協議会が定める日まで

に身元保証人等確保支援の申請を行った者 

（５）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成 13 年法律第 31号。以下「ＤＶ防

止法」という。）第５条の規定により売春防止法（昭和 31 年法律第 118 号）第 36 条に規定する婦

人保護施設に保護されている者又は保護の解除日から起算して５年以内に身元保証人等確保支援

を開始できる日として全国社会福祉協議会が定める日までに身元保証人等確保支援の申請を行っ

た者 

（６）ＤＶ防止法第３条第３項又は売春防止法第 34 条第３項の規定により一時保護を行われている者

又は一時保護の解除日から起算して５年以内に身元保証人等確保支援を開始できる日として全国

社会福祉協議会が定める日までに身元保証人等確保支援の申請を行った者 

２ 身元保証人等確保支援は、次の各号に掲げるところにより対象者の父母等が第 21 条各号に定める保

証に係る保証人となることが適当でなく、次条に定める者が保証人となることが適当である者を対象

に実施するものとする。 

（１）父母等が死亡、行方不明又は逮捕拘留中となっている者 

（２）父母等に心身の障害がある者 

（３）父母等が経済的に困窮している者 

（４）虐待等の理由により、父母等が保証人になることが適当でない若しくは協力を得られない者 

（身元保証人等確保支援の対象となる保証人） 

第 23 条 身元保証人等確保支援の実施に当たっては、次の各号に定める身元保証人等確保支援の対象と

なる者に応じて、それぞれ当該各号に定める者が保証人となるものとする。 

（１） 児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設及び婦人保護施設（以 

下「児童福祉施設」という。）へ措置された者又は保護された者 

ア 当該児童福祉施設長 

イ 当該施設の設置主体の代表者 

    ウ 措置を行った児童相談所長 

    エ 社会的養護自立支援事業受託事業者の代表者及びその他市長が適当と認めた者 

（２） 里親又は小規模住居型児童養育事業者へ措置された者 

    ア 当該里親又は養育者 

    イ 設置主体の代表者 

    ウ 委託を行った児童相談所長 

    エ 社会的養護自立支援事業受託事業者の代表者及びその他市長が適当と認めた者 

（３） 児童自立生活援助事業を行われた者 

ア 設置主体の代表者 



イ 援助の実施を行った児童相談所長 

    ウ 社会的養護自立支援事業受託事業者の代表者及びその他市長が適当と認めた者 

（４） 就学者自立生活援助事業を行われた者 

ア 設置主体の代表者 

    イ 社会的養護自立支援事業受託事業者の代表者及びその他市長が適当と認めた者 

（５） 法第 33 条第１項、ＤＶ防止法第３条第３項又は売春防止法第 34条第２項の規定により一時保護

を行われた者 

ア 当該一時保護を行った児童相談所長又は婦人相談所長 

    イ その他市長が適当と認めた者 

（６） 第４条に規定する退所者居住支援等の対象者  

ア 当該児童福祉施設長又は設置主体の代表者 

イ 当該里親又は養育者 

ウ 社会的養護自立支援事業受託事業者の代表者及びその他市長が適当と認めた者 

（保証範囲） 

第 24 条 身元保証人等確保支援の対象となる保証範囲は、次の各号に定めるところによる。 

（１）就職時の身元保証 被保証人が雇用主のためその業務を遂行するに当たり又は自己の職務上の地

位を利用して雇用主又はその他の者に損害を与えた結果、身元保証人が被った損害に対する保証金 

（２）賃貸住宅等の賃借時の連帯保証 賃貸住宅又は賃貸施設（以下「賃貸住宅等」という。）に関し、

被保証人との間で締結された賃貸借契約に基づき、貸主に対して負担する債務のうち、次に掲げる

ものが履行されないことにより連帯保証人が被った損害に対する保証金 

  ア 家賃又は賃貸料及び共益費（以下「家賃等」という。）の支払い 

  イ 賃貸住宅等の修理又は現状回復の費用の支払い 

  ウ 賃貸借期間経過後の不法住居による賠償金の支払い 

  エ 前各号債務の履行遅延による遅延利息の支払い 

（３）大学、高等学校など教育機関入学時の身元保証 被保証人が大学、高等学校などの教育機関にお

ける就学に関し、学費の滞納など、教育機関に損害を与えた結果、身元保証人が被った損害に対す

る保証金 

（保証期間） 

第 25 条 身元保証人等確保支援における保証期間は、次の各号に定めるところによる。 

（１）就職時の身元保証 保証期間は年度ごとに更新することができるものとし、原則として身元保証

人等確保支援を開始した日から３年間までとする。ただし、本市が必要と認める場合には、保証期間

を最長で５年間まで延長することができる。 

（２）賃貸住宅等の賃借時の連帯保証 保証期間は年度ごとに更新することができるものとし、原則と

して身元保証人等確保支援が開始した日から３年間までとする。ただし、本市が必要と認める場合に



は、保証期間を最長で４年間まで延長することができる。 

（３）大学、高等学校など教育機関入学時の身元保証 保証期間は年度ごとに更新することができるも

のとし、原則として当該教育機関における正規の就業年数の間とする。ただし、本市が必要と認める

場合には、最長で５年間まで延長することができる。 

（保証限度額） 

第 26 条 身元保証人等確保支援における１件あたりの保証限度額は、次の各号に定めるところによる。 

（１）就職時の身元保証 200 万円 

（２）賃貸住宅等の賃借時の連帯保証 120 万円 

（３）大学、高等学校など教育機関入学時の身元保証 200 万円 

（身元保証人等確保支援に係る保険料の支払） 

第 27 条 身元保証人等確保支援における保険料は、全国社会福祉協議会から送付される保証決定通知及

び保証料請求書に基づき、本市が支払うものとする。 

（身元保証人等確保支援に係る保険料の返還） 

第 28 条 身元保証人等確保支援における保険料の余剰額が生じた場合は、運営法人である全国社会福祉

協議会はその額を返還するものとする。 

（その他） 

第 29 条 この要綱に規定するもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、こども未来局長が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。ただし、第４条第１号、第５条第１号及び第２号並び

に第６条から第 11条までの規定については、平成 30 年６月１日から施行する。 

（29 川ここ福第 1005 号市長決裁） 

附 則 

この要綱は、平成 30 年９月４日から施行し、平成 30 年４月１日から適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

 （関係要綱の廃止） 

２ 川崎市身元保証人確保対策事業実施要綱（19川健こ家第 855 号）は、平成 31 年３月 31 日付けで廃

止する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年 10月 11 日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 



別表（第 15 条関係） 

川崎市社会的養護自立支援事業居住支援及び生活支援に係る支弁費目一覧表 

１ 居住支援

 支援対象者の状況 居住施設等 単価 備考 

１ 就学・就労をして

いない者 

児童養護施設 1 人当たり 月額 397,000 円 児童養護施設、児童心理

治療施設、児童自立支援

施設及び自立援助ホー

ムについては定員外で

実施する場合に支弁す

ることとし、定員内で実

施する場合には居住支

援の対象外とする。 

児童心理治療

施設 

1 人当たり 月額 504,000 円 

児童自立支援

施設 

1 人当たり 月額 482,000 円 

自立援助ホー

ム 

1 人当たり 月額 251,000 円 

里親 1 人当たり 月額 90,000 円 

ファミリーホ

ーム 

1 人当たり 月額 183,000 円 

２ 大学等に就学して

いる者 

児童養護施設 1 人当たり 月額 397,000 円 

児童心理治療

施設 

1 人当たり 月額 504,000 円 

児童自立支援

施設 

1 人当たり 月額 482,000 円 

里親 1 人当たり 月額 90,000 円 

ファミリーホ

ーム 

1 人当たり 月額 183,000 円 

３ 就労している者 児童養護施設 1 人当たり 月額 397,000 円 

児童心理治療

施設 

1 人当たり 月額 504,000 円 

児童自立支援

施設 

1 人当たり 月額 482,000 円 

自立援助ホー

ム 

1 人当たり 月額 251,000 円 

里親 1 人当たり 月額 90,000 円 

ファミリーホ

ーム 

1 人当たり 月額 183,000 円 

４ 中退者 ― 1 人当たり 月額 50,000 円以内の

実費 

支給期間は6か月分を限

度とする。 



２ 生活支援

 支援対象者の状況 居住施設等 単価 備考 

１ 就学・就労をして

いない者 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

自立援助ホーム 

里親 

ファミリーホーム 

一般生活費 

1 人当たり 月額 51,870 円 

児童用採暖費 

1 人当たり 月額 1,340 円 

（10 月分から翌年 3月分に限る） 

２ 就労している者 児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

自立援助ホーム 

里親 

ファミリーホーム 

児童用採暖費 

1 人当たり 月額 200 円 

（10 月分から翌年 3月分に限る） 

３ 大学等に就学して

いる者 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

自立援助ホーム 

（児童用採暖費に

限る） 

里親 

ファミリーホーム 

一般生活費 

1 人当たり 月額 11,310 円 

児童用採暖費 

1 人当たり 月額 200 円 

（10 月分から翌年 3月分に限る） 

４ 中退者 ― 一般生活費 

1 人当たり 月額 50,000 円 

児童用採暖費 

1 人当たり 月額 1,340 円 

（10 月分から翌年 3月分に限る） 

支給期間は6か月分

を限度とする。 

３ 自立後生活体験支援

支援対象者 居住施設等 単価 備考 

居住支援、生活支援を

実施している者で、当

該居住する場から自

立する前に一定期間

一人暮らし体験の支

援が必要な者 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

自立援助ホーム 

里親 

ファミリーホーム 

1 人当たり 月額 53,700 円 体験期間は最長で 1年間と

する。 



第１号様式 

退所者居住支援等申請書 

年  月  日 

（宛先）川崎市長 

申請者     氏  名                 

生年月日 

住  所 

電話番号 

                     ※措置解除後の住所及び電話番号を記載 

    里親・児童福祉施設等の代表者 

           氏  名（施設名）       

住  所 

電話番号 

川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱第４条第３号に定める退所者居住支援等を受けることを希望

するため、必要書類を添付し申請します。 

措置されていた里親・施設等の名称  

措置解除の日  

退所者居住支援等の対象期間  

申請額 

居住支援 単価     円×   月＝      円 

生活支援（一般生活費） 単価     円×   月＝      円 

生活支援（児童用採暖費） 単価     円×   月＝      円 

自立後生活体験支援 単価     円×   月＝      円 

計       円 

就労・進学状況（予定を含む。） 

１ 大学、専修学校、高等専門学校等へ就学 

２ 就労 

３ その他（              ） 

＜添付書類＞ 

  就学の場合は、通学する大学等が確認できる合格通知書等の写し 

  就労の場合は、就職先が確認できる内定通知書等の写し 

  自立後生活体験支援を申請する場合は、物件の賃貸借契約書等、居住の実態が確認できる書類 



 第２号様式 

退所者居住支援等状況確認書 

年  月  日 

（宛先）川崎市長 

              児童相談所長   印 

川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱第 14 条の規定に基づき、次の通り確認しましたので 

送付します。 

対象者の氏名及び生年月日 
氏名 

生年月日 

措置されていた里親・施設等の 

名称及び措置解除日 

里親・施設等 

措置解除日 

継続して居住しようとする 

里親・施設等の承諾状況 

対象者の就労・進学状況 

（予定を含む。） 

１ 大学、専修学校、高等専門学校等へ就学 

２ 就労 

３ その他（   ） 

居住支援及び生活支援、 

自立後生活体験支援の必要性 



第３号様式 

退所者居住支援等実施（不承諾）通知書 

年  月  日 

      様 

           川崎市長    印 

川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱第 14 条の規定に基づき、次の通り決定しましたので通知しま

す。 

対象者の氏名及び生年月日 
氏名 

生年月日 

決定内容 

１ 居住支援及び生活支援を実施 

２ 居住支援を実施 

３ 不承諾 

決定理由等 

決定額 

居住支援 円  

生活支援（一般生活費） 円  

生活支援（児童用採暖費） 円  

自立後生活体験支援 円  

計 円  

その他 

（備考） 

１ 申請内容に虚偽事項等があった場合その他不正な手段により退所者居住支援等に係る費用の交

付を受けた場合には、市長は、期限を定めてその交付金の全部又は一部を返還するよう命ずるも

のとします。支援決定者又は居住施設等の代表者は、市長から返還命令を受けた場合には、応じ

なければなりません。 

２ 上記の決定額は、社会的養護自立支援事業居住支援等申請書に記載いただいた内容に基づき、現

時点での制度内容により算定したものです。本通知の発出後に決定額に変更があった場合には別

途通知します。 



第４号様式 

退所者居住支援等変更届出書 

年  月  日 

（宛先）川崎市長 

申請者     氏  名                 

生年月日 

住  所 

電話番号 

                   ※措置解除後の住所及び電話番号を記載 

  里親・児童福祉施設等の代表者 

         氏  名（施設名）       

住  所 

電話番号 

川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱第４条第３号に定める居住支援及び生活支援に係る申請につ

いて、申請事項に変更があったため、川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱第 14条第５項の規定に

より届出を行います。 

変更事項 

１ 住所又は電話番号 

２ 就労・進学状況 

３ 申請支援内容 

４ 継続して居住しようとする期間 

５ その他（             ）

変更後の状況 

＜添付書類＞ 

 新たに就学した場合は、通学する大学等が確認できる合格通知書等の写し 

 新たに就労した場合は、就職先が確認できる内定通知書等の写し 

 新たに自立後生活体験支援を申請する場合は、物件の賃貸借契約書等、居住の実態が確認できる書類 



第５号様式 

退所者居住支援等報告書 

年  月  日 

（宛先）川崎市長 

申請者     氏  名                 

生年月日 

住  所 

電話番号 

                   ※措置解除後の住所及び電話番号を記載 

  里親・児童福祉施設等の代表者 

         氏  名（施設名）       

住  所 

電話番号 

川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱に定める退所者居住支援等の実施結果について、同要綱第 16

条第１項の規定により報告します。 

支援決定者の氏名  

対象期間    年   月から   年   月 

対象者の就労・進学状況 

１ 大学、専修学校、高等専門学校等へ就学 

２ 就労 

３ その他（              ） 

居住支援に係る費用 単価     円×   月＝      円 

生活支援（一般生活費） 単価     円×   月＝      円 

生活支援（児童用採暖費） 単価     円×   月＝      円 

自立後生活体験支援 単価     円×   月＝      円 

合計                     円 

検 査 確 認 書

川崎市社会的養護自立支援事業実施要綱による業務が適正に実施されたことを確認しました。  

検査実施日     年  月  日 

検査員             印

担任 課長係長


